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次期「ふじのくに「有徳の人」づくり大綱」及び「教育振興基本計画」に関する

パブリックコメント意見に対する県及び県教育委員会の対応

（スポーツ・文化観光部 総合教育局 総合教育課）

１ 意見募集期間 令和３年12月22日（水）から令和４年１月12日（水）まで

２ 意見提出 12人・計34件

３ 意見区分

４ 大綱に関する意見と対応（８件）

区 分 件 数

Ａ 御意見を踏まえて案を修正する ７件

Ｂ 御意見の趣旨を踏まえて取り組む 15件

Ｃ 原案のとおりとする 11件

Ｄ 大綱又は計画に記載済み １件

合 計 34件

№ 意見要旨 区分 対応（方向性）

1

・教育の基本理念は誰に向けてのものなの

か。大人の描く理想の人を基本理念にして

いると受け取れる。

・基本理念の内容を、「全ての子どもの教育を

受ける権利を保証する事（現在は、学校に

来た人だけが最低限の教育を受けることが

できている。）」と「子どもの自己決定を尊

重し、見守り、応援し、希望によりサポート

や助言をする事（現在は、大人が決めた事

を子どもにやらせている。）」としてはどう

か。「子どもの権利を守ること」を“ふじの

くに”における教育の基本理念としてほし

い。素案の「自立を目指せ、徳を積め、才徳

兼備になれ」では、ますます子どもを追い

詰めてしまいそうで心配している。

Ｂ

・大綱及び計画は、子どもから大人までを対象

としたものであり、教育の基本理念は全ての

県民に向けたものです。

・県づくりの礎は「人」であり、「人づくり」の

柱は教育であると考えています。そこで、自

らの個性に応じて能力を磨き、自分や他人を

大切にする心を持って、社会や人のために行

動する、「才」と「徳」を兼ね備えた「才徳兼

備」の人を「有徳の人」と捉え、その育成に

向けて取り組んでいくこととしています。

・こうした考え方の下、全ての人が人生の夢を

実現でき、幸せを実感できる社会を目指して、

誰一人取り残さない教育に取り組み、一人ひ

とりの中にある「才」と「徳」を高めること

を通じ、本県の未来を担う「有徳の人」の育

成を社会全体で進めていきます。

・「有徳の人」について子どもを含めた県民の皆

様に理解していただけるよう、大綱の「「有徳

の人」とは」において、具体的な人物像等を

分かりやすく事例も列記しながら記載しまし

た。

2

・基本理念の「有徳の人」というフレーズが

不自然に感じる。エリート意識が感じられ、

「誰一人取り残さない教育」や「自他を大

切にする」、「多様な生き方と価値観」や「多

様な人材を生む」となじまない。

・基本理念を見直し、エリート教育中心に見

える「有徳の人」をやめ、「全ての子ども達

が安全な環境の中で、安心して自分らしく

成長できる」ことを目指してはどうか。

Ｂ

3
・「有徳の人」、「才」、「徳」、「才徳兼備」が具

体的に何を指すのかよく分からない。
Ａ

4
・「鼎立」を読める人がどれだけいるのか。ふ

りがなは最低限必要である。子どもにも分

かるような基本理念ではだめなのか。

Ａ
・「有徳の人」づくり宣言にある「鼎立」にふり

がながを補記しました。
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５ 計画に関する主な意見と対応（26件）

№ 意見要旨 区分 対応（方向性）

5

・「有徳の人」づくり宣言の二項目にある「生

涯にわたって自己を高める学びの場を提供

し、多様な人材を生む教育環境を実現しま

す」について違和感を感じる。教育におけ

る多様性とは、不登校、障がい、LGBT、外国

籍などのマイノリティの人たちのことを示

すものと思う。多様性は、ありのままを受

け入れるもので「人材を生む」ものではな

いと考えるが、どうか。

Ｃ

・「有徳の人」づくり宣言の二項目目は、個人の

能力や個性を地域社会で発揮できるようにし

ていくための教育環境を実現していこうとす

るものであり、それにより地域社会に貢献す

る「多様な人材」が生まれ、活力に満ちた地

域づくりにつながると考えています。

6
・「重点」が多い。「重点」という限りは、本当

に何に力を入れたいのかをもっと絞っては

どうか。

Ｃ

・大綱では、重点的に取り組むべき施策の方向

性を「重点取組方針」として掲げています。

次期大綱では、現状や課題を踏まえ、９項目

に整理しました。

7

・「実学」という言葉の定義を明記する必要が

あるのではないか。この大綱は県民に伝え

るものであるため、多くの人に知ってもら

う必要がある。

Ｂ

・職業教育をはじめ、スポーツ、芸術等の様々

な分野において自らの能力を伸ばす実践的な

学問を「実学」と捉え、「技芸を磨く実学」の

奨励に取り組んでいます。

・大綱では、「技芸を磨く実学」の奨励のための

方針を重点取組方針として記載することで説

明していますが、様々な機会や手法により周

知を図ります。

8

・地域の実態に即した教育行政の推進だけで

はなく、誰一人取り残さない教育の実現を

目指すのなら、全ての児童生徒に、豊かな

教育環境づくりとなるよう行政が推進して

いくことを明記したらどうか。

Ｃ
・全ての児童生徒に対して豊かな教育環境を実

現するため、社会総がかりで教育を推進する

こととしています。

№ 意見要旨 区分 対応（方向性）

1

・（P.3）「(４)多様性に対する意識の高まりや

社会問題の多様化」という見出しでは課題

が見えにくいと感じるので、「教育現場にお

ける社会問題」などとしてはどうか。特に、

学校教育現場における児童生徒の不登校や

いじめや中退および教員の心身疲労による

休職退職といった学校教育上の問題は、社

会全体の現状に問題の根元があるに留まら

ず、学校教育のあり方に多くの課題がある

という点が強調されるべきではないか。

・また、フリースクールやホームエデュケー

ションなど代替的とも言われる学びの場が

模索されている現状も加筆されるべきでは

ないか。

Ａ

・「多様性に対する意識の高まりや社会問題の

多様化」では、社会全体の現状と問題を記載

しており、学校現場における課題については、

「社会変化に応じた学校づくりや学校のガバ

ナンス・コンプライアンス強化の必要性の増

大」で記載しています。

・「２-(4)」に「個々の児童生徒の自立に向けた

学校外の居場所や多様な学びの場が求められ

ている」旨を追記しました。
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№ 意見要旨 区分 対応（方向性）

2

・（P.6）基本理念・基本方針が分かりにくい。

もっと平易な言葉で表せないか。「有徳な人

＝優秀な人材」と感じている人が多い。そ

こに当てはまらないとされる子ども（学校

に馴染めない子、障害のある子、貧困家庭

の子など）は、最初から取り残されている

ように感じる。有徳な人が増えると多様性

の尊重につながるのかがよく分からない。

Ａ

・「有徳の人」とは、自らの個性に応じて能力を

磨き、自分や他人を大切にする心を持って、社

会や人のために行動する、「才」と「徳」を兼

ね備えた「才徳兼備」の人であると捉えてお

り、大綱の「「有徳の人」とは」の中で、「有徳

の人」について、より分かりやすく具体的な人

物像等を記載しました。

・誰一人取り残さない教育に取り組み、一人ひ

とりの中にある「才」と「徳」を高めること

を通じ、本県の未来を担う「有徳の人」の育

成を社会全体で進めていきます。

3

・「誰一人取り残さない」という理念は重要で

あるが、更に、教育を受ける子供の「幸福」

についての理念が明確な言葉で表現されれ

ば尚よいと思う。

・（P.7、P.8)「(２)新たな時代に求められる

教育施策」、「(３)施策を推進する上で共通

の視点」に子どもの幸福を加筆するべき。

Ｄ

・「新たな時代に求められる教育施策」及び「施

策を進める上での共通の視点」では、「全ての

人が自らの夢を実現でき、幸せを実感できる

地域社会の実現を目指している」旨を記載し

ており、全ての県民の幸福の実現を目指して

取組を推進することとしています。

4

・（P.11）「重点取組１」に「ＩＣＴ等の活用に

よる新たな学びの展開」とあるが、一般的な

用途以外の視点（ユニバーサルデザインや合

理的配慮など）が欠けているように思う。

・学び方の違う子ども（ＬＤなど発達障害）

や感覚過敏などにより学校に通うことが困

難な子どもの特性を発見・アセスメントし、

その子に合った学習ツール（デジタル教科

書等）や学習環境を本人と保護者、学校現

場へ提案し「学びの補償を展開する仕組み」

が必要ではないか。

Ｂ

・「第１章-１-(2)-ア」に「特別支援教育、登校

困難者等へのＩＣＴを活用した学びの推進」

を記載しています。個々に応じた学習を通し

て、全ての児童生徒に必要な資質・能力が育

成されるよう努めます。

5

・(P.11）「重点取組２」の「社会的・職業的自

立に向けた教育の推進」の中に、学校間・校

種間の連携・接続とあるが、校種間の連携

には私立学校（通信制高校も含めて）も含

まれるのか。

・働くことは大切だが様々な理由で働けなく

なることもあり、メンタルヘルスについて

の学びや社会保障（困ったときにヘルプを

出せるスキルの獲得）も合わせて必要な学

びではないか。静岡県はどんなことがあっ

ても安心して暮らしていける故郷であると

いうメッセージを教育現場から発信しては

どうか。

Ｂ

・児童生徒が「自らの学習状況やキャリア形成を

見通したり振り返ったりしながら、自身の変容

や成長を自己評価できるよう工夫されたポー

トフォリオ」である「キャリア・パスポート」

は、学年・校種間で引継ぎ活用します。私立学

校も含まれ、中学校から高等学校への引継ぎは

原則として生徒が進学先に提出します。

・発達障害等のため学習上又は生活上の困難の

ある生徒を対象として、静岡中央高校での通信

制３キャンパスで自校通級、また、巡回による

通級指導を高校からの要請に基づき実施し、学

習上又は生活上の困難を主体的に改善・克服で

きるよう、個々の状況に応じた指導を行ってい

ます。

・また、県内の高校に在籍し対人関係の構築を困

難とする生徒を対象としたコミュニケーショ

ンスキル講座を実施しています。

・「誰一人取り残さない教育の実現」を基本方針

に掲げ、全ての県民が自分らしく生きていける

よう支援の充実を図るとともに、多様性が尊重

される社会の実現を目指す取組を進めます。
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№ 意見要旨 区分 対応（方向性）

6

・（P.13）「重点取組４」の「多様な課題に応じ

たきめ細かい支援」について、様々な課題

を抱えた子どもの課題をアセスメントでき

る外部人材（医療・福祉）の確保と連携、課

題への正しい理解と指導ができる教育現場

の人材の確保・育成や、既存の教え方とは

異なる公立学校（オルタナティブ教育など）

の設立が、不登校生数が全国10位の静岡県

の急務ではないか。

・他県の成功例(神奈川県や東京都の内申点

に縛られない学び直しができる高等学校、

岐阜県の不登校専門中学校など）を積極的

に取り入れるなど、子どもに寄り添った教

育を取り入れる時期ではないか。

Ｂ

・多様な課題を抱えた児童生徒への対応とし

て、全小・中学校へスクールカウンセラーを、

全市町へスクールソーシャルワーカーを配置

し、心理面、福祉面において支援しています。

今後も、人材確保に努めるとともに、専門性

の向上に向けた研修を推進します。

・また、様々な理由により９年間の普通教育を

十分に受けられなかった人や十分に受けられ

ないまま卒業をした人に対し、義務教育を受

ける機会を提供するため、令和５年４月に、

静岡県立夜間中学（ナイト・スクール・プロ

グラム）を磐田市と三島市に設置し、「誰一人

取り残さない教育の実現」を図ります。

・さらに、特別支援教育コーディネーターを中

心に、児童生徒一人一人の状況を把握し、１

人１台端末等を適切に活用するなど、個々に

応じた学習を通して、全ての児童生徒に必要

な資質・能力が育成されるよう努めます。

7

・（P.13）「重点取組４」の「特別な支援が必要

な児童生徒への教育の充実」について、こ

こには私立高等学校（通信制も含む）に進

んだ子どもは含まれるのか。

・将来的に自立への道が難しい「自閉・情緒

学級」の生徒や発達障害グレーゾーンとさ

れるこどもの多くが私立の通信制高校へ進

学しているが、教育委員会で追跡調査や福

祉機関と情報共有がなされていない。関係

機関との情報共有するべきである。卒業後

や中退後に社会に適応できず、引きこもり

や深刻な二次被害を受ける可能性が高い子

どもへの大事な支援と考える。浜松市にお

ける「はますくファイル」を生涯にわたり

活用するなど、義務教育後に公教育から外

れたとしても静岡県教育委員会もしくは他

の公的機関が「切れ目のない支援」を行っ

ていることを、他県（愛知県、神奈川県）の

ように教育委員会のＨＰなどで具体的に示

して欲しい。

Ｂ

・本県で所管する私立の通信制高校では、中学

校において保護者の同意を得た個別指導計画

などの情報を中学校から提供いただき、生徒

指導に活用しています。

・また、中学校において保護者の同意を得られ

なかった場合等、個別支援計画などの情報を

中学校から提供いただけなかった場合であっ

ても、当該中学校とは適宜情報共有を図って

おり、切れ目ない支援に努めています。

・圏域や地域の自立支援協議会での課題検討や

情報共有をはじめ、県内２か所に設置した発

達障害者支援センターが実施する機関連携

（学校訪問、会議での情報共有・意見交換な

ど）を通して連携強化を図り、発達障害のあ

る子どもに対して切れ目なく必要な支援が受

けられるよう取り組みます。

・ライフステージを通じて円滑な支援を受けら

れるよう、保護者と支援機関の情報共有のた

めのツールとして県が静岡県手をつなぐ育成

会に委託して作成した相談支援ファイルの普

及に努めています。

・ひきこもり支援センターでは、ひきこもり対

策連絡協議会において、教育委員会等との情

報の共有を図り連携強化を協議するなど、教

育関係機関と連携したひきこもり支援に取り

組んでいます。

・高等学校においては、生徒の退学後について

の十分な相談等の実施や、若者サポートステ

ーション等との連携を支援しています。

・こうした取組については、県又は県教育委員

会ＨＰ、教育委員会広報紙「Ｅジャーナル」

に掲載し、随時広報します。
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№ 意見要旨 区分 対応（方向性）

8
・（P.16）「本県における現状と課題」につい

て、質の高い授業、学びの保障のためには、

人的配置拡大は不可欠である。

Ｂ

・県単独措置により、令和元年度に小・中学校

における静岡式35人学級編制の下限撤廃が

完成し、学習面や生徒指導面において、きめ

細かな指導・支援が可能となっています。令

和３年度は県単独措置教員として、86人を配

置しました。また、文部科学省へ学級編制基

準の見直し（中学校における通常学級35人以

下学級編制、特別支援学級６人以下学級編

制）による教職員の定数改善について、毎年

「静岡県の提案」として要望しています。

9
・（P.17）「成果指標」に、「全国規模の学力調

査で全国平均を上回る科目の割合」につい

て標記していることに疑問を感じる。

Ｃ

・全国学力・学習状況調査の結果については、

本県の児童生徒の学力や学習状況を表すデ

ータとして取り上げています。本来なら絶対

値で学習向上度合いを測るべきところです

が、毎年度問題や対象者が変わるため、相対

的ではあるものの、全国平均の到達状況によ

り概ね当県の学力状況を反映できるものと

考え、指標として採用しています。

10

・（P.17）「施策群ア」の説明文に、「静岡式35

人学級編制を充実させる･･･」と記載がある

が、義務標準法が改正され、国による小学

校の35人学級編制が実施されることを考

えると、静岡県として次の施策が欲しい。

Ｂ

・本県では、令和元年度に全小・中学校におい

て静岡式35人学級編制の下限撤廃が実現し

ています。令和４年度以降も、この体制が維

持できるように努めていくとともに、まずは

35人学級編制の効果等を検証します。

11

・古い教育のうち、大人が必要なかった項目

(ｄＬなど)や持ち物(算数ボックスなど)・

宿題(計ド漢ドなど)を時間をかけて全て見

直して、空いた所に新しい項目を入れるの

はどうか。

・今の学校の児童・生徒・教員たちは日々に

追われ余白がないため、余白を作って、心

の余裕ができるように教育に変えてほし

い。それこそが「有徳の人」を生むのではな

いか。

Ｂ

・「教育の質の向上」と「教職員の心身の健康の

保持増進」を目指し、県教育委員会は「学校

の働き方改革推進プロジェクト」を立ち上げ

ました。県内の公立小中学校33校が働き方改

革推進校として業務改善を推進し、教員が心

にゆとり持って教育活動に当たれるように

しており、その成果の周知等、引き続き取組

を推進します。

12

・（P.24）「活動指標」の「学校司書等を配置し

ている学校の割合」について、小学校では、

地域の方々による読み聞かせや、図書ボラ

ンティアによる図書室の環境整備が行わ

れ、子どもたちに読書週間が根付くような

工夫がされている。学校司書についても、

各校への配置が進んでいるものの、常勤で

はなかったり、勤務時間が短かったりして

いる。子どもたちが学校にいる時間に対応

できることは読書活動の一層の推進につな

がると考える。そのためには学校司書を配

置している学校の目標値は100％を目指す

べきである。

・また、県内の読み聞かせ活動など関わる団

体等の支援については、今以上に各市町、

学校に情報が伝わるように取り組みを強化

していく必要がある。

Ｂ

・司書教諭は学校図書館の専門的職務に携わっ

ており、子どもの読書活動を推進していくた

めに重要な役割を担っていると考えていま

す。そのため、県教育委員会では、学校図書

館法に則り、県内全ての12学級以上の小中学

校へ司書教諭を配置するとともに、各市町教

育委員会に国からの地方財政措置の活用を

求めています。

・本県の学校司書等の配置割合はどの校種も全

国平均を15％程度上回っていますが、学校図

書館の充実を図るため、年間１～２％の増加

を目指し計画期間の目標値を設定しており

ます。

・市町との連携を強化し、県が実施する人材育

成事業や研修会等の情報を、子どもの読書活

動に関わる方や学校等に広く発信していま

す。引き続き、取組を推進します。
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13

・（P.51）「活動指標」の「割り振られた勤務時

間以外に業務に従事した時間が月あたり45

時間を超える教員の割合」について、現状

から考えると目標値を０％とするのは、か

なり難しい目標である。学校現場では、教

育課程の見直しなどによる業務精選が行わ

れているが、学校主導では限界にきている

と感じる。県、市町教委が主導となっての

働き方の見直しが今後は重要になる。また、

スクール・サポート・スタッフの配置は効

果の高い取組であったと現場は感じてい

る。人的配置増の取組である「教職員人材

バンク」の設置及び学校での活用促進につ

いては早急に取り組む必要がある。

Ｂ

・「割り振られた勤務時間以外に業務に従事し

た時間が月あたり45時間を超える教員の割

合」はすべての教職員が満たすことを目標と

している基準であるため、目標値を０％とし

ています。今後「学校における業務改革プラ

ン」を着実に実施することにより、多忙化解

消を推進します。

・令和３年３月に、新たに県独自の「静岡県教

職員人材バンク」を設立し、電子申請システ

ムから、いつでも人材登録ができるようにし

ています。学校勤務を希望する者の情報を集

約し、市町教育委員会へ提供することで、代

替未配置のさらなる解消に努めます。

14

・（P.52）「活動指標」の「スクール・サポート・

スタッフ配置校数」について、目標値を全

校としているが、毎年、１校の配置時間が

変動しており、令和３年度も令和２年度よ

り１週間あたりの配置時間数は減少してい

る。「配置校数」が目標値としてふさわしい

か再考をお願いしたい。

Ｃ

・令和３年度、全小・中学校479校へのスクー

ル・サポート・スタッフの配置（週17時間平

均）が実現していますが、国の補助額減に伴

い時間数の減となりました。配置時間数は国

予算の動向に大きく左右されるため、目標値

とすることは困難ですが、今後も引き続き、

配置拡充に向けて国へ要望していきます。

15

・（P.52）「主な取組」に、「教員以外に任せら

れる業務を行う「スクール・サポート・スタ

ッフ」の小・中学校への配置の拡充」とある

が、全校配置ではなく、実質的な配置の拡

充をお願いしたい。

Ｂ

・本県では、全ての学校における教員の負担軽

減を図るため、全小・中学校への配置を考え

ています。スクール・サポート・スタッフの

配置時間（週17時間平均）については、各学

校の実情等に応じ、柔軟に対応するよう各市

町教育委員会に依頼しています。

16

・（P.56）「多様性」とは何を指すのか不明で

ある。「誰もが人間らしく、幸せに暮らせる

社会の実現に向けて」の「多様性」ならば、

この中に全ての人が含まれるはずである。

「外国人児童」や「家庭環境や経済的理由

に左右される」子どもや、「特別な支援が必

要な児童生徒」の話だけではない。多様性

とは「そもそも人はみんな違う」というこ

とをポジティブに表す意味で、一部のマイ

ノリティだけを指す言葉ではないと思う

が、どうか。

Ｃ

・「多様性」の意味は御意見のとおりと考えてお

り、計画の「第１章-１-(1)」に「児童生徒一

人ひとりの力を最大限に伸ばす学びの充実」

を位置付けるなど、「人はみんな違う」ことを

前提としています。計画では、「多様性」の尊

重という観点で、学校や地域等で問題意識が

高まっている課題に焦点を絞っています。

17

・（P.56）「人権を尊重する教育の推進」を柱

にするならば、「他者への共感や思いやりを

持つ態度」は必要ないと思う。人権と思い

やりを同列に扱うと、人権侵害や差別構造

の問題を、個人の責任で解決するべきや、

解決できるかのような錯覚が起こる。

・「人権」とは、私を含む全ての人が大切な存

在で、どんな人も社会から尊重されるべき

存在だということを指し、「人権を尊重する

教育」とは、「自分は大切な存在で、社会か

ら尊重されるべき存在なのだと、全ての子

ども達が心の底から思える。そんな教育の

仕組み」のことだと思うが、どうか。

Ｃ

・「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」

では、「人権教育とは、人権尊重の精神の涵養

を目的とする教育活動」と定義しています。

・「人権」とは、「すべての人々が生命と自由を

確保し、それぞれの幸福を追求する権利」、あ

るいは「人間が人間らしく生きる権利で、生

まれながらに持つ権利」です。誰にとっても

身近で大切なものであり、違いを認め合う心

によって守られるものであることから、「他

者への共感や思いやりを持つ態度」の育成

は、重要であると考えています。
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18

・（P.57）「人権を尊重する教育の推進と人権

文化の定着」に記載の全ての成果指標につ

いて見直す必要がある。現状値がないもの

も新たに指標として作り、目標との整合性

をとったらどうか。

Ａ

・多様性を認め合い、誰もが活躍できるダイバ

ーシティ社会の実現に向けて、各取組の進捗

を判断するには全て適切な指標と考えていま

す。成果指標との整合性を考慮し、目標に「人

権教育等を通じて」を追記しました。

19

・（P.57）「活動指標」の「「ジェンダー」とい

う用語を知っている人の割合」の目標値が

70%になることに、何の意味があるのか不明

である。削除したらどうか。

Ｃ

・ジェンダー平等や性の多様性への理解を深め

るには「ジェンダー」について知ることが重

要であることから、啓発活動の進捗を測る上

で必要な指標と考えています。（70％→90％へ

修正）

20

・（P.57）「活動指標」の「ヘルプマーク周知啓

発出前講座開催数」など、個別具体的な事

柄は他にもたくさんあるが、ここでは削除

したらどうか。

Ｃ

・ヘルプマークは、外見から分からなくても援

助や配慮を必要としている方々が、周囲の方

に配慮を必要としていることを知らせるため

のマークであり、ＪＩＳに採用され全国統一

の規格となっていることから、今後４年間の

「主な取組」の進捗を判断する指標として用

いています。

・次期総合計画にも指標として掲載することと

しており、その分野別計画である本計画にお

いても、整合性を考慮し掲載しています。

21

・（P.57）「施策群ア」の説明文について、「共

生社会」は、「全ての人が社会から阻害され

ず、人間として生きることが承認され、支

援体制が確立している社会」であるとした

ら、それは人権問題であり「思いやり」と同

列ではないと思うが、どうか。

Ｃ

・お互いの人権を尊重し合う共生社会の姿とし

て、思いやりあふれる「社会」となるよう取

り組んで行くという趣旨であり、人間性を育

むことは、人の成長、社会の成長に不可欠な

ものだと考えています。

22

・（P.57）「施策群ア」の説明文について、「人

権尊重意識の高揚」とは何を指すのか。人

権が尊重されることは、全ての人の生きる

権利が尊重されることであって、「意識」を

全ての人が持つことは、「高揚する/しない」

の話ではない。人権尊重の後に続くことば

として相応しくないと思うが、どうか。

Ｃ

・社会の中で「人権」という権利を守っていく

ためには、自分だけでなく、他者の「人権を

尊重する」という考えが広がる必要がありま

す。そのため、社会全体として、人々の持つ

人権の意識を高揚させていくことは、大切な

ことであると考えています。

23

・（P.57）「主な取組」にある「人権への配慮」

とは何を指すのか。人権とは全ての人の生

きる権利であって「配慮する/される」性質

のものではないと思うが、どうか。

Ａ

・「人権」は、全ての人の生きる権利であり、社

会の中で「人権」という権利を守っていくた

めには、自分だけでなく、他者の「人権を尊

重する」ことが大切であることから、「人権へ

の配慮」が必要あると考えていますが、啓発

としてより広く捉えるため、「第２章-１-(1)-

ア」の「主な取組」の文中から「人権への配

慮を促す周知」を削除しました。
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24

・義務教育後の「社会的に困難さのある子

ども」への具体的な取組みが少な過ぎる。

神奈川県や東京都のような、いわゆる「教

育困難・落ちこぼれ（学業困難）・不登校・

発達障害者」への「学び直し」や「社会

から放り出さない仕組み（追跡調査など

外部との連携も含め）」を重点的に取り組

んでほしい。

・その後の社会的な問題（8050問題、貧困

など）とも密接に関係している事は明白

だが、現状のままでは社会的な損失の増

加となるのではないか。人口は減少して

いるが、対象者「社会的に困難さのある

子ども」は増え続けていることに対し、

県としても何らかの策を講じてほしい。

Ａ

・本県では、発達障害等のため学習上又は生活上

の困難のある生徒を対象として、静岡中央高校

での通信制３キャンパスで自校通級、また、巡

回による通級指導を高校からの要請に基づき実

施し、学習上又は生活上の困難を主体的に改

善・克服できるよう、個々の状況に応じた指導

を行っています。

・様々な理由により９年間の普通教育を十分に受

けられなかった人や十分に受けられないまま卒

業をした人に対し、義務教育を受ける機会を提

供するため、令和５年４月に、静岡県立夜間中

学(ナイト･スクール･プログラム)を磐田市と三

島市に設置し、「誰一人取り残さない教育の実

現」を図ります。

・ニート、ひきこもり、不登校等の困難を有する

子ども・若者及びその家族向けに、公的支援機

関及び民間支援団体を掲載したリーフレット

「“ふじのくに”ⅰ（アイ）マップ」の作成・配

布と、掲載団体が個別相談に応じる合同相談会

の実施を行っていることを追記しました。

25

・（P.63）「活動指標」の「発達障害児（者）

の支援に携わる専門人材養成数」につい

て、学習支援員のニーズは高いので、ニ

ーズ調査を基に具体的な数値目標を定

め、それに応じた予算配分や人材配置を

期待する。

Ｂ

・本県では、平成18年度から、学習障害（ＬＤ）

や注意欠陥多動性障害（ＡＤＨＤ）等の発達障

害を有し、通常学級に在籍する児童生徒の学習

や生活指導等を計画的にサポートし、当該児童

生徒への特別な教育的支援の充実を図るための

支援員を配置しています。令和３年度も、県内

全ての市町に対し、地域バランスを考慮しなが

ら103人を配置しました。

・また、各市町には、国からの地方財政措置が行

われており、それを活用して市町での支援員配

置など特別支援教育の充実を図るよう依頼して

います。県と市町による取組が混在しているた

め、統一的な目標値の設定は困難ですが、支援

の充実に向けて市町と共に取り組みます。

26

・（P.63）「主な取組」の「特別支援教育コ

ーディネーターを核とする小・中・高等

学校の校内支援体制の整備」の記載につ

いては、「特別支援教育コーディネーター

を専任化し、校内の特別支援教育のさら

なる充実を図る」に変更することを検討

してほしい。

Ｂ

・小・中学校において、特別支援教育コーディネ

ーターの専任化が適当であるかは、各学校の状

況に応じて判断が異なりますが、特別支援教育

コーディネーターが十分機能できるよう、受け

持つ授業時間数の軽減をはじめ、各学校に業務

内容や校内体制の見直しを促していきます。あ

わせて、児童生徒の教育的ニーズに応じた取組

に向け、特別支援教育コーディネーターを中心

とした組織づくりにより、教員個々の資質向上

を図るとともに、校内の特別支援教育の更なる

支援体制の充実に努めます。

・県立高校では、現状、特別支援教育コーディネ

ーターを必ず指名し配置しています。また、各

コーディネーターの資質向上のために、毎年悉

皆研修を実施しています。


